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05 都市形成史05 都市形成史
1 鉄道の発達と都市形成

　近代の市街地の形成に、民間の宅地開発は大きな

役割を果たしてきました。大正末期、私鉄による鉄

道の敷設が盛んになり、横浜の郊外には、住宅地が

拡大していきました。これは、鉄道資本が鉄道路線

の開業と沿線の開発をセットで進めたことによるも

ので、今日の神奈川県の市街地イメージの代表であ

る鉄道沿線の丘陵部の良好な市街地の原点は、この

時にできあがりました。

　たとえば東急電鉄は日吉台・綱島・菊名・白楽な

どに住宅地を造成し、昼間の利用者を増やすために、

沿線に大学やレクリエーション施設を誘致したり、

小田急電鉄は現在の中央林間・南林間に野球場、テ

ニスコートなどを整備しました。また、箱根・湯河

原の一帯は観光地・温泉地として発展しました。葉

山から大磯にかけての湘南海岸一帯は明治期より別

荘地や海水浴場として注目され、東海道線や湘南海

岸公園道路（現国道 134 号）の開通によって、ます

ます開発が進みました。

人のくらし、まちのはじまり

鎌倉のまちとみち

近世交通図

鉄道網の形成過程

開港の歴史

神奈川県史（神奈川県）、図説かながわのまち解体新書 1999 年（神奈川県 都市政策課）他より 神奈川の東海道（上）（神奈川県東海道ルネッサンス推進協議会）より

図説かながわのまち解体新書 1999 年（神奈川県 都市政策課）より 小田急五十年史（小田急電鉄株式会社）より

かながわの古道（神奈川合同出版）より
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神奈川県都市政策史料 第 1、2 集（神奈川県 都市政策課）より

神奈川県都市政策史料 第 1、2 集（神奈川県 都市政策課）より

日本の地震活動（財団法人地震予知総合研究振興会地震調査研究センター）より

図説アーバン神奈川 1988 年（神奈川県 都市政策課）より

2 震災・戦災からの復興
　1923（大正12）年9月1日、震度6、マグニチュー

ド 7.9 の大地震が関東地方を襲いました。その被害

は、東京府（現在の東京都）や神奈川県を中心に 1

府 8 県に及び、死者行方不明者 14 万人余、家屋の

全壊と半壊が各 13 万戸弱、全半焼が 45 万戸弱と

いう大きなものでした。

　県内では、全世帯の 86％にあたる 23 万 7,338

世帯が被災し、横浜に次いで小田原、横須賀、鎌倉、

平塚などで大きな被害を受けました。一方で、この

震災以後の復興事業によって街路が新設・拡幅され

るなど横浜の市街地は一新されました。

　昭和に入り、相模原台地上の畑地であった県央地

区に軍事施設・軍需工場が集積し始めました。横須賀、

相模原、大和では、「新興工業都市」としての大規模

な県営区画整理が実施されましたが、これは日本初

のニュータウン建設計画でした。

　1941（昭和 16）年 12 月 8 日に始まった太平

洋戦争で、日本の主要都市は破壊され、大きな被害

を受けました。1946（昭和 21）年に制定された特

別都市計画法により、横浜、川崎、平塚、小田原の

各市が「戦災都市」の指定を受け、戦災復興事業と

して土地区画整理事業などが進められました。この

ように、震災・戦災の復興から都市の骨格が生まれ

てきました。

民間宅地開発

写真で見る関東大震災、被災状況 関東大震災による木造家屋全壊率

川崎町火災跡地の区画整理
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図説かながわの県土 1984年（神奈川県 都市政策課）より

図説アーバン神奈川 1984年（神奈川県 都市政策課）より 首都圏白書 平成 19年度（国土交通省）より 図説かながわのまち解体新書 2006年（神奈川県 都市計画課）より

3 高度経済成長による人口集中とその後
　東京湾臨海部の埋立は、県内では大正期に始まり、

以後、京浜工業地帯として神奈川県の工業集積に大

きな役割を果たしてきました。しかし、高度経済成

長期には大気汚染などによる公害問題も生じ、国や

県、市でも公害対策に取り組みました。

　また、この時期、急激に増加する人口に対応する

ため、県住宅供給公社や住宅公団によって住宅団地

が次々と建設され、民間事業者による宅地開発も進

みました。風致景観をおびやかす山林の開発をきっ

かけに古都保存法＊1 も誕生しました。1957（昭和

32）年には藤沢市がマスタープラン（藤沢総合都市

計画）を策定。市主導で区画整理を開始し、北部工

業開発や湘南ライフタウンなどの宅地開発が実施さ

れました。

　急激な人口増加と住宅立地の弊害から、宅地開発

指導要綱＊2 の必要性や、アメニティ（快適環境）空

間の重要性が求められるようになり、近年の宅地開

発では、緑地率を高めたり、建築協定や地区計画に

より植栽や壁面後退の規定を設けるなど、質の高い

開発事例も増えてきています。

＊1 古都保存法…鎌倉市には山林を切り開く宅地開発が集中し、鶴岡八幡宮

の裏山一体「御谷」は、住民・市民の必死の働きかけにより開発をまぬがれ、

1966（昭和 41）年に古都保存法が策定されるきっかけとなりました。

＊2宅地開発指導要綱…宅地開発やマンション建設を行う業者などに対して、

公園や学校などの公共施設を整備すること等を定めた市町村の要網。

おやつ

相模原軍都区画整理事業

平塚の戦災復興事業

東京湾の埋立の推移 高度経済成長をめぐる主な出来事
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06 県政の歴史06 県政の歴史
　神奈川は、1871（明治4）年の廃藩置県の際

には小田原・荻野山中・韮山・六浦・神奈川の 5

県に分かれていましたが、同年 11 月に神奈川県

と足柄県に大別されました。この頃の人口は約

10万6千人余りで、戸数は約4万9千戸でした。

1876（明治9）年、足柄県の旧相模国全部が神

奈川県に編入され、1893（明治26）年に南・北・

西多摩の 3 郡が東京府に移され、現在の神奈川

県の県域となりました。

　1888（明治21）年に市制町村制が制定され

ました。政府のねらいは、各町村を主体的に国を

支える単位とすることにより国家行政の負担を地

方に分担しようというものでした。1889（明治

22）年の横浜に始まり、1947（昭和22）年の

地方自治法、1953（昭和28）年の町村合併促

進法により市町村の新設や編入合併が次々と行わ

れ、法施行以前の 8 市 7 郡 35 町 71 村が、

1978（昭和53）年 11 月に 19 市 7 郡 17 町

1 村となりました。2006（平成18）年 3 月

20 日には、津久井町と相模湖町が相模原市と、

2007（平成19）年 3 月 11 日には、城山町と

藤野町が相模原市と合併し、19 市 6 郡 13 町 1

村となり今日に至っています。

高度経済成長期の開発

近年の開発 （都市再生緊急整備地域における主な事例）

神奈川県域変遷図

相模原橋本駅周辺・相模原駅周辺地域
（相模原市）

横浜都心・臨海地域（横浜市）

一般社団法人　横浜みなとみらい 21 より

神奈川県史（神奈川県）
図説かながわのまち解体新書
1999 年（神奈川県 都市政策課）より

相模原市より

図説アーバン神奈川 1988 年（神奈川県 都市政策課）より

図説アーバン神奈川 1988 年（神奈川県 都市政策課）より

図説アーバン神奈川 1988 年（神奈川県 都市政策課）より


